
試合動画配信奨励事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 公益財団法人福岡県スポーツ推進基金(以下、「財団」という。)は、試合動画

配信奨励事業（以下、奨励事業という。）の実施に関し必要な事項を定めるため、こ

の要綱を定める。 

 

（目的） 

第２条 この奨励事業は、スポーツの試合（以下、「試合」という。）のインターネット

における動画配信を促進することにより、福岡県で活躍するアスリートに対する注目

を集め、スポーツの魅力と価値の向上を図ることを目的とする。 

 

（奨励の対象となる者） 

第３条 この奨励事業の対象となる者（以下、奨励対象者という。）は、原則として福

岡県内に所在する、試合を主催または主管する者とする。ただし、奨励対象者が暴力

団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）または暴力団員と密接な関係を

有する者であるときは、奨励の対象としない。 

 

（奨励の対象となる活動） 

第４条 この奨励事業の対象となる活動（以下、「奨励対象活動」という。）は、次の各

号の全てに該当する試合のインターネットにおける動画配信とする。 

 （１）福岡県内で対象となる期間（以下、奨励期間という。）に開催される試合であ

ること 

 （２）公益財団法人日本オリンピック委員会及び公益財団法人日本障がい者スポーツ

協会定款第44条に定める日本パラリンピック委員会の加盟競技団体が統括す

る競技または福岡県スポーツ協会加盟競技団体が統括する競技の試合である

こと 

 

（対象とする動画の条件） 

第５条 対象とする試合の動画（以下、試合動画という。）は、次の各号の全ての条件

を満たすものとする。 

 （１）財団のYouTubeチャンネルまたは別途指定するプラットフォームにおけるライ

ブでの動画配信であること 

 （２）得点など、試合の経過を把握するために必要な情報を、開始から終了まで継続

して確認できること 

 （３）あらかじめ申請者において試合の参加者の同意を得た上で、原則としてすべて



の方が自由に無期限にインターネット上で視聴できること 

（４）配信した動画の全ての著作権（著作権法第27条及び第28条の権利を含む）は財

団に帰属するものとし、財団による動画の２次利用についても認めること 

 

（奨励期間） 

第６条 奨励期間は、毎年４月１日から３月31日までの１年間とする。 

 

（奨励の対象となる経費） 

第７条 定めない。 

 

（奨励の内容） 

第８条 奨励の内容は、次のいずれかとする。 

（１）奨励金（広告収入）の支給 

   条件：主催者自身が第５条に定める条件のもと試合動画の撮影・配信を実施 

（２）財団による配信の支援 

条件：競技団体等が主催する公式戦または地方公共団体が実施する試合 

年代毎の県内トップレベルの試合（トーナメントの場合は準々決勝以上） 

配信支援の上限は、原則として各競技の同一年代で最大８配信まで 

２ 前項に規定する配信数は、連続して行われる試合を単に分けている場合や異なる配

信であっても同一の機材及び人員で撮影・配信が可能な場合などは、一つの単位とし

てみなすものとする。 

３ 第１項第１号の広告収入は、各年度ごとに３月31日までのYouTubeの推定収益の額

とする。ただし、配信を実施した年度を含む３年度を有効期間とし、申請ごとの各動

画の合計の推定収益の額が1,000円未満の場合は、広告収入は支給しない。 

 

（奨励の申請） 

第９条 奨励事業を実施しようとする奨励対象者（以下、奨励申請者という。）は、あ

らかじめ試合動画配信奨励事業実施申請書（様式第１号）を別に定めるところに従い、

公益財団法人福岡県スポーツ推進基金理事長(以下、理事長という。)に提出するもの

とする。 

 

（支援の決定） 

第10条 理事長は、前条の規定による試合動画配信奨励事業実施申請書の提出があった

ときは、競技の種目や試合の年代等の均整を総合的に考慮し、予算の範囲内で奨励の

内容を決定し、奨励申請者に試合動画配信奨励決定通知書（様式第２号）を送付する。 

２ 理事長は、前項の場合において適正な事業実施のため、必要があるときは、条件を

付して奨励の決定をすることができる。 



３ 理事長は、審査の結果、奨励の対象としないと決定したものについては、奨励申請

者にその旨を通知する。 

 

(申請の取下げ) 

第11条 前条第１項の試合動画配信奨励決定通知書を受領した者(以下、奨励決定者と

いう。)は、当該通知の内容又はこれに付された条件に対して不服があることにより、

申請を取り下げようとするときは、当該通知を受領した日から10日以内にその旨を記

載した書面を理事長に提出しなければならない。  

２ 前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る奨励の決定はなか

ったものとみなす。 

 

(奨励活動の遂行) 

第12条 奨励決定者は、奨励の決定の内容(次条に基づく承認をした場合は、その承認

された内容。以下同じ。)及びこれに付された条件その他この要綱に基づく理事長の

処分に従い、善良な管理者の注意をもって試合動画配信奨励決定通知書を受領して行

われる奨励対象活動(以下、「奨励活動」という。)を行わなければならず、いやしく

も奨励金を他の用途への使用をしてはならない。 

 

(計画の変更の承認) 

第13条 奨励決定者は、奨励活動の内容を変更しようとするときは、あらかじめ変更内

容を加えた試合動画配信計画書を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。

ただし、軽微な変更の場合については、この限りでない。 

 

(奨励活動の中止) 

第14条 奨励決定者は、奨励活動を中止しようとするときは、奨励活動中止承認申請書

（様式第３号）を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

(奨励資格の喪失) 

第15条 奨励決定者は、奨励対象者の要件を満たさなくなった場合は、速やかに理事長

に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

(状況報告及び調査)  

第16条 理事長は必要があると認めるときは、奨励決定者に対し、奨励活動の遂行及び

収支等の状況について報告を求め、又はその状況を調査することができる。 

 

(奨励活動等の遂行等の命令) 

第17条 理事長は、奨励決定者が提出する報告等により、その者の奨励活動等が奨励の

決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、その者



に対し、これらに従って当該奨励活動等を遂行すべきことを命ずることができる。 

２ 理事長は、奨励決定者が前項の命令に違反したときは、その者に対し、当該奨励活

動等の遂行の一時停止を命ずることができる。 

 

（実績報告) 

第18条 第８条第１項に規定する奨励金の支給を受ける奨励決定者は、奨励活動を完了

したときは、翌年度の４月10日までに実績報告書（様式第５号）を理事長に提出しなけ

ればならない。 

 

(奨励金の額の確定)  

第19条 理事長は、前条の報告を受け内容審査及び必要に応じて現地調査等を行い、そ

の実績が奨励の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたとき、または、配

信を実施した翌年度以降に第８条第３項に規定する広告収入があるときは、支給すべき

奨励金の額を確定し、奨励金支給額確定通知書（様式第６号）を奨励決定者に送付する

ものとする。 

 

（奨励金の支払） 

第20条 理事長は、前条の規定に基づき支給すべき奨励金の額を確定した後、請求があ

った者に対して精算払いを行うものとする。 

２ 奨励決定者は、奨励金の精算払いを受けようとするときは、精算払請求書（様式第

７号）を理事長に提出しなければならない。 

 

（是正のための措置)  

第21条 理事長は、第18条の報告を受けた場合において、その実績が奨励の決定の内容

及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、当該奨励活動等につき、これに

適合させるための措置をとるべきことを当該奨励決定者に対して命ずることができ

る。 

２ 第18条の規定は、前項の規定による命令に従って行う奨励活動等について準用する。 

 

 (奨励の決定の取消等)  

第22条 理事長は、第14条の規定による奨励活動の中止の申請があった場合又は第15条

の規定による奨励金受給資格の喪失の届出があった場合、及び次の各号に該当する場

合は、第10条第１項の支給の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更すること

ができる。 

 (1) 奨励決定者が、奨励金の支給決定の内容及びこれに付した条件又はこの要綱に基

づく理事長の処分若しくは指示に違反した場合  

 (2)申請、計画変更又は実績の報告について不正の事実があった場合 

 (3) 奨励決定者が、奨励活動等に関して不正、怠惰その他不適当な行為をした場合 



 (4) 奨励決定者が、その他この要綱に違反した場合  

 (5) 奨励の決定後の事情の変更により特別の必要が生じた場合  

２ 前項第１号から第５号の規定は、奨励活動について支給すべき奨励金の額の確定が

あった後においても適用があるものとする。 

３ 理事長は、第１項に基づく奨励決定の取り消しを行ったときは、試合動画配信奨励

事業実施決定取消通知書（様式第８号）により奨励決定者に速やかに通知するものと

する。 

 

(奨励金の返還)  

第23条 理事長は、前条第１項の規定により奨励の決定を取り消した場合において、奨

励活動等の当該取消しに係る部分に関し、既に奨励金が支給されているときは、奨励

決定者に対し期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 

(加算金及び延滞金)  

第24条 奨励決定者は、第20条第１項第１号から第４号の理由により支給の決定を取り

消され、前条第１項の規定による奨励金の返還を命ぜられたときは、その命令に係る

奨励金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、返還すべき金額につき年10.95％

の割合で計算した加算金を財団に納付しなければならない。  

２ 前条の規定による奨励金の返還期限は、返還命令の日から20日以内とする。期限内

に納付しなかったときは、奨励決定者は、返還期限の翌日から納付の日までの日数に

応じ、未納に係る金額につき年10.95％の割合で計算した延滞金を財団に納付しなけ

ればならない。 

３ 理事長は、前２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、奨励

決定者の申請に基づき、当該加算金又は延滞金の全部又は一部を免除することができ

る。 

 

(奨励活動等の公開等) 

第25条 奨励決定者は、奨励活動の実施状況及び実施結果に関する情報を公開するもの

とする。  

２ 奨励決定者は、奨励決定通知を受けた試合の開催及び試合動画の配信について、財

団のウェブサイトの指定された箇所に、原則として試合開催の７日前までに告知を掲

載しなければならない。 

３ 理事長は、奨励活動等により得られた成果を任意の方法又は媒体により第三者に開

示又は公表し、また、非営利目的のため自ら利用し、又は第三者に利用させることが

できる。 

 

(その他)  

第26条 この要綱に定めるもののほか、奨励に関し必要な事項は、別に定める。 



 

附 則 

  この要綱は、令和３年３月15日から施行する。 

 

附 則 

  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 

 

附 則 

  この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

  

 


